
 
 

 

 

 

 

 

Ⅰ はじめに 
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１ 水源環境保全・再生施策のあらまし 

  神奈川県は、工業化や都市化による人口の増加に伴う水需要の急増に対応するため、

相模ダムの建設をはじめとして早くから水源開発に努め、平成13年の宮ヶ瀬ダムの完成

をもって、経済の発展や豊かな県民生活を支える水資源の供給体制を整えることができ

た。しかし、水を育む水源環境に目を向ければ、丹沢をはじめとする水源地域の森林で

は手入れ不足により荒廃が進み、ダム湖では生活排水などによる水質汚濁が問題となっ

ていた。 

いのちの源である水を、将来にわたり安定的に利用できるようにするためには、水源

地域の自然環境が再生可能なうちから保全・再生に取り組む必要があることから、神奈

川県では、｢将来にわたり県民が必要とする良質な水の安定的確保｣を目的として、平成

19年度以降20年間にわたる水源環境保全・再生の取組全体を示す｢かながわ水源環境保

全・再生施策大綱｣（以下、｢施策大綱｣）と、この施策大綱に基づいた｢かながわ水源環

境保全・再生実行５か年計画｣（以下、｢５か年計画｣）を策定し、個人県民税の超過課

税（水源環境保全税）を財源として、特別な対策を推進している。 

 

２ 点検結果報告書作成の経緯・趣旨 

（１）県民会議の役割 

「水源環境保全・再生かながわ県民会議」(以下「県民会議」）は、水源環境保全

税を財源に行う施策に県民意見を反映させるために県が設置した組織である。 

一般県民・学識者など24名からなり、５か年計計画に位置付けられている12の特別

対策事業について、実施状況を点検・評価し、その結果を県民に分かりやすく情報提

供する役割を担っている。 

また、県民会議の下部組織として、専門的知識が必要な事項について検討する２つ

の専門委員会、県民意見の収集や情報提供等の役割を担う３つの作業チームが設置さ

れている。 

《所掌事項》○ 水源環境保全・再生施策の評価及び推進に関すること。 

○ 水源環境保全・再生施策の県民への情報提供に関すること。 

 

（２）経緯・趣旨 

第１期の県民会議委員（任期：平成19～20年度）は、平成21年３月に当該期間を総

括する趣旨で、各特別対策事業とその最終目標である「良質な水の安定的確保」とい

う効果を評価する道筋を「各事業の評価の流れ図（構造図）」として整理して、平成

19年度の事業実績を中心に点検結果報告書を作成した。 

第２期の県民会議委員（任期：平成21～23年度）は、平成21～23年度の各年度にお

いて、前年度の事業実績の更新を中心に中間の報告書を作成した。 

第３期の県民会議委員（任期：平成24～25年度）は、第１期５か年計画の取組が平

成23年度をもって終了したことを踏まえ、平成25年３月に、５年間の取組全体につい

て総括する報告書を、平成26年３月に、第２期５か年計画初年度となる平成24年度の

事業実績を中心に報告書を作成した。 

第４期の県民会議委員（任期：平成26～28年度）は、第２期５か年計画２～４年目

となる平成25～27年度の事業実績を中心に報告書を作成した。 
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３ 今回の点検結果報告書（第２期・平成28年度実績版）の作成方針 

今回の点検結果報告書は、第２期５か年計画５年目の平成28年度及び第２期５年間の

取組実績に関して点検・評価を行い、その結果を報告書として作成したものである。 

 

４ 本書の構成について 

 Ⅰ はじめに 

 水源環境保全・再生施策のあらまし、県民会議の役割、点検結果報告書の作成の趣

旨、評価の方法・構造などと、第２期５か年計画の概要について記載している。 

Ⅱ 12の特別対策事業の点検結果の総括（まとめ） 

 アウトプット及び１次的アウトカムを中心とした12事業の点検・評価結果の総括、

事業費実績及び進捗状況一覧について記載している。 

 Ⅲ 各事業の点検結果 

アウトプット及び１次的アウトカムを中心とした点検・評価の結果について、県民

に分かりやすく情報提供するため、次のとおり、12の特別対策事業毎に３部構成とし

ている。 

ⅰ どのような事業か 

事業の概要について理解していただくため、事業のねらいや目標、事業内容、

事業費について、５か年計画の内容を記載している。 

ⅱ 平成28年度（５か年計画５年目）の実績はどうだったのか 

平成28年度及び第２期５年間の取組実績について、グラフや写真等を用いて分

かりやすく示すとともに、具体的な事業の実施状況を記載している。 

ⅲ 事業の成果はあったのか（点検結果） 

水源環境保全・再生施策の各事業の実施状況について検証するため、点検・評

価の仕組みに基づき、①事業進捗状況、②モニタリング調査結果、③事業モニタ

ー意見、④県民フォーラム意見の４つの視点から評価するとともに、総括コメン

トを作成して点検を行った。 

 Ⅳ 付表 

   市町村別事業実績一覧、前年度点検結果報告書を踏まえた取り組み状況等 

Ⅴ 付録「総合的な評価(中間評価)報告書」（H27.8）抜粋 

 平成27年度に実施した施策の総合的な評価(中間評価)の報告書から、本施策の経緯

と特徴、神奈川の水源の状況、総合的指標（２次的アウトカム）の検証に係るモニタ

リング調査の概要、２次的アウトカムから最終アウトカムまでの中間評価における全

体総括などを抜粋して記載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪アウトプット、（１次的・２次的）アウトカムについて≫ 

 施策の点検・評価の中で、実施した事業量（森林の整備面積、

河川・水路の整備箇所数）のことを「アウトプット」、事業を

行った結果出てくる各事業の成果（下草植生の回復、水質の浄

化など）のことを「１次的アウトカム」、さらに森林や河川全

体に現れる効果（水源かん養機能の向上、生態系の健全化な

ど）のことを「２次的アウトカム」と呼んでいるよ。 
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水源環境保全・再生かながわ県民会議（第５期） 

   

     【役割】 施策評価・市民事業等支援・県民への情報提供 

     【構成】 ①有識者(９名) －専門的視点からの意見 

          ②関係団体(５名)－施策連携等の視点からの意見 

          ③公募委員(10名)－県民の視点からの意見 

 

 

      

      

 

 

  

 

 

      

 

 

 

 

      

 

 

 

  

        

県民（個人・ＮＰＯ・事業者等） 

施策調査専門委員会 

【役割】施策評価及びモニタ

リング方法の検討 

【構成】森林、水、環境政策

等の有識者 

市民事業専門委員会 

【役割】市民事業等支援制度 

の検討 

【構成】市民活動等の有識者

及び関係団体 

コミュニケーションチーム 

【役割】県民への分かりやすい情報

提供方法の検討 

【構成】公募委員 

県民フォーラムの企画運営 

【役割】幅広い県民の意見収集

及び情報提供 

【構成】公募委員を中心に地域

ごとに編成 

県民の意見を施策に反映 

水源環境保全・再生かながわ県民会議の仕組み 

連携 

専門家による特定課題の検討 

   ( 専門委員会 ) 

事業モニターチーム 

【役割】施策事業のモニター 

【構成】公募委員を中心に設置 

県民視点による広報・広聴の取組 

報 告 

参加・意見表明 
県民への 

情報提供 
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※ 事業進捗状況から見た評価について 

整備量などの数値目標のある事業について、平成24～28年度の事業量の実績に基づ

き、Ａ～Ｄの４つのランクで評価した。 

 

Ａ～Ｄの４つのランク：各事業における「事業進捗状況から見た評価」の基準 

※ 次の基準に基づき、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４つのランクで評価する。 

区分（１） 

・年度ごとの数値目標を設定している事業 

（４①） 

平成28年度の実績（累計） ランク 

平成28年度目標の100％以上 Ａ 

平成28年度目標の80％以上100％未満 Ｂ 

平成28年度目標の60％以上80％未満 Ｃ 

平成28年度目標の60％未満 Ｄ 

区分（２） 

・５年間（平成24～28年度）の数値目標を設定

している事業（１、２②、３①②③、５、６①

②、８、９、10①②） 

第２期５年間の実績（累計） ランク 

目標の80％以上 Ａ 

目標の64％以上80％未満 Ｂ 

目標の48％以上64％未満 Ｃ 

目標の48％未満 Ｄ 

区分（３） 

・数値目標の設定がない事業（２①③④、３④、４②、６③、７、10③、11、12） 

Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４つのランクでの評価はしない。 

（事業の進捗率によって評価できない上記項目については、実施の有無で評価する。） 

 

点検・評価の仕組み 



各事業の評価の流れ図（構造図）
　 〈各事業の量的指標〉

　　　　　〈評価の視点〉 アウトプット ２次的アウトカム

〈各事業〉

１　水源の森林づくり  

５　地域水源林整備

※1 主に植被率

４　間伐材の搬出

２　丹沢大山の 下層植生の回復

　　保全・再生 土壌流出の防止

３　渓畔林整備 森林の整備（択伐等） 下層植生の回復

土壌流出防止対策 土壌流出の防止

（丸太柵、植生保護柵）

６　河川・水路の

　　自然浄化対策

８　公共下水道の整備 下水道の整備

９　合併処理浄化槽

　　の整備

７　地下水保全対策

 

評価の時間軸
≪短期的評価（単年度）≫
単年度あるいは５か年の

累計による評価

≪中期的評価（５年）≫
３～５年程度の継続的

モニタリングによる調査結果
による評価

１次的アウトカム 最終的アウトカム

≪長期的評価（10年～20年）≫
５年ごとの定期モニタリング調査結果や

既存の継続的調査による評価

　　　　　　　　　　〈評価の指標〉 〈各事業の質的指標〉 <各事業の統合的指標＞ 〈施策全体の目的〉

(

全
体
の)

将
来
に
わ
た
る
良
質
な
水
の
安
定
的
確
保

自
然
が
持
つ
水
循
環
機
能
の
保
全
・
再
生
（
水
源
保
全
地
域
）

生
態
系
（
森
林
・
河
川
）
の
健
全
化

水源林の確保

森林の整備
（間伐、枝打ち等）

水
源
か
ん
養
機
能
の
向
上

下層植生の回復※１
土壌流出の防止

森林モニタリング１

(対照流域法)

面積

面積

普及率

面積

適正な森林

適正な森林森
林
の
保
全
・
再
生

河
川
の

保
全
・
再
生

水
源
環
境
へ
の

負
荷
軽
減

地
下
水
の

保
全
・
再
生

森林モニタリング２

(人工林整備状況調査)

経済価値評価

事業モニタリング

事業モニタリング

事業モニタリング

搬出支援（経費助成）
技術指導

搬出量

適正な森林

ブナ林の再生

土壌流出防止対策
（丸太柵、植生保護柵）

面積

◇ 植生の多様化（質的改善）
・ 下層植生の出現種数

・ 草本の丈高
・ 希少種

◇ 土壌の保全

・ A0層の厚さ

◇ 野生生物等の生息環境

・ シカの生息密度
・ 林内、林床の生息環境
動物、昆虫相

多様化の標徴種(小型動物、鳥類等）
・ 水質の改善の標徴種（底生生物等）

持続可能な森林

事業モニタリング

持続可能な森林

事業モニタリング

持続可能な森林

事業モニタリング

高標高域・森林整備と
一体となったシカ管理

捕獲数

事業モニタリング

事業モニタリング

水
源
水
質
の
維
持
･
向
上

河川モニタリング

公共用水域水質調査

地
下
水

生活排水（窒素･リン）の

流入抑制

負荷量軽減

地下水かん養対策
地下水汚染対策

地下水の水位レベルの維持
地下水の水質の維持･改善

地域数
水量・水質監視

ダ
ム
湖

河
川
中
流
域

高度処理型浄化槽の
導入

設置数

生態系配慮の整備
直接浄化対策

箇所数

生態系の保全
水質の浄化 生態系保全

水質改善

地下水

モニタリング

安定した水

の供給源

将来にわた
る水源環境
の維持

水質の確保

施策大綱の取組

 0-5  
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森林整備 

（間伐、枝打ち） 

植生保護柵の設置 

シカの管理捕獲 

シカによる 

採食圧の低減 

下層植生の回復・ 
落葉の堆積の増加 

土 壌 保 全 

水源涵養機能の 

維持・向上及び 

生態系の健全化 

森林の保全・再生の取組による事業効果 

林内に 

日照が戻る 

間伐などの森林整備から５年が経ち、 
下草や低木が回復した様子。 

→1番事業（1-1ﾍﾟｰｼﾞ）参照 

設置後２年目の植生保護柵内外の比較。
シカの餌が乏しくなる期間の採食圧を回
避できた様子がうかがえる。 

→２番事業（2-1ﾍﾟｰｼﾞ）参照 
 

捕獲技術や野生生物の専門知識を持った
ワイルドライフ・レンジャーによる、 
ニホンジカの管理捕獲。 

→２番事業（2-1ﾍﾟｰｼﾞ）参照 
 

土壌流出防止対策

（丸太柵等の設置） 

土壌流出防止対策実施後の様子。林地
崩壊の防止が図られ、やがて植生の回
復が期待できる。 

→1番事業（1-1ﾍﾟｰｼﾞ）参照 
 

降雨時の地表流の減少 

（地中への浸透が増加） 
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河川の保全・再生、水源環境への負荷軽減等の取組による事業効果 

生態系に配慮した 

河川・水路等の整備 

生活排水対策 

（下水道・合併処理 

浄化槽整備） 

生活排水（窒素・

リン）の流入抑制 

自然浄化

機能の 

回復 

多様な河川 

生態系の保全 

生態系に配慮した河川整備。瀬や淵が
できたことで､自然浄化機能が向上し､
生物の生育にも適した場所となった。 

→6番事業（6-1ﾍﾟｰｼﾞ）参照 
 

汲取り便槽から窒素・リンを除去できる
高度処理型合併処理浄化槽への転換。 

→9番事業（9-1ﾍﾟｰｼﾞ）参照 
 

下水道整備の様子。管の埋設位置が深
いため、地表を掘削せず地中を貫通す
る推進工法を採用。 

→8番事業（8-1ﾍﾟｰｼﾞ）参照 
 

地下水のかん養対策 

・汚染対策 

休耕田や冬期水田を借上げ、水田に水を張っ
た状態にすることで地下水へのかん養を図っ
ている。 

→7番事業（7-1ﾍﾟｰｼﾞ）参照 
 

水源水質の 

維持・向上及び 

生態系の健全化 

ダム湖の

アオコ 

発生抑制 

水位・水質の 

維持・改善 
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県      民 

○水源環境の保全・再生への直接的な効果が見込まれ
るもので、水源保全地域を中心に実施する取組 

○水源環境保全・再生を支える取組 

第２期かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画 

 

施策大綱に基づき、水源環境保全･再生の取組を効果的かつ着実に推進するため、20年間の第２
期の５年間に充実・強化して取り組む特別の対策について明らかにしています。 

 
対象事業 

事 業 数 と 

新規必要額 

平成２４～２８年度 計画期間 

１２事業 約１９５億円（５年間の総額） 

約  ３９億円（年度平均） 
狩川上流（南足柄市） 

第２期実行５か年計画の12事業 

 豊
か
な
水
を
育
む
森
の 

保
全
・再
生
の
た
め
に 

森林の保全・再生 

１ 水源の森林づくり事業の推進 

２ 丹沢大山の保全・再生対策 

３ 渓畔林整備事業  

４ 間伐材の搬出促進 

５ 地域水源林整備の支援 

 清
ら
か
な
水
源
の 

保
全
・
再
生
の
た
め
に 

６ 河川・水路における自然浄化対策の推進 

河川の保全・再生 

地下水の保全・再生 

７ 地下水保全対策の推進 

水源環境への負荷軽減 

８ 県内ダム集水域における公共下水道の整備

９ 県内ダム集水域における合併処理浄化槽の整備促進 

良質で安定的な水の供給 

施

策

効

果

の

検

証

 

相
模
川
水
系
上
流
域 

対
策
の
推
進 

10

水
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

の
実
施 

11 

施

策

の

評

価 

施策の見直し 

県
民
参
加
に
よ
る
水
源
環
境
保
全
・
再
生 

の
た
め
の
仕
組
み 

12 

水源環境保全・再生を支える取組 

参加と意志の反映 

第２期かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画の概要 

５番から９番までの事業は市町村が取り組んでいる事業だよ！ 

各市町村の取組状況は付表（P14-1～）に書いてあるから見てね。 

※市町村が取り組んでいる事業に関係が深い施策や地域特有の課題に係る施策については、市町村が 

主体的・計画的に取り組むものとして、５か年計画では、５つの市町村事業を位置づけています。 
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２ 丹沢大山の保全・再生対策 

土壌流出防止対策を行うとともに、中高標高域で

のシカ捕獲、ブナ林の調査研究や登山道整備などの

県民協働の事業への取組。 

（1,284） 

３ 渓畔林整備事業 

水源上流の渓流両岸において、土砂流出防止や水質

浄化、生物多様性の保全など森林の有する公益的機能

を高度に発揮するための森林整備を実施。 

（  80） 

４ 間伐材の搬出促進 

森林資源の有効利用による森林整備を推進する

ため、間伐材の集材・搬出に対し支援。 

（1,285） 

５ 地域水源林整備の支援 

地域における水源保全を図るため、市町村が主体

的に取り組む水源林の確保・整備を推進するための

支援のほか、高齢級の森林の間伐を促進。 

（3,140） 

６ 河川・水路における自然浄化対策の推進 

市町村管理の河川・水路等における良好な水源

環境を形成するため、市町村が主体的に取り組む

生態系に配慮した整備や直接浄化等を推進。 

（1,771） 

１ 水源の森林づくり事業の推進 

（6,749） 

水源の森林エリア内の私有林の公的管理・支援

を一層推進し、水源かん養機能等の公益的機能の

高い水源林として整備。 

７ 地下水保全対策の推進 

地下水を主要な水道水源として利用している

地域を対象に、各市町村が主体的に取り組む地下

水かん養対策や水質保全対策を推進。 

（ 322） 

８ 県内ダム集水域における公共下水道の整備促進 

県内ダム集水域における生活排水処理率の向

上をめざして、市町村が実施する公共下水道の整

備を支援。 

（1,371） 

９ 県内ダム集水域における合併処理浄化槽の整備促進 

県内ダム集水域における生活排水処理率の向

上をめざして、市町村が実施する高度処理型合併

処理浄化槽の整備を支援。 

（2,076） 

10 相模川水系上流域対策の推進 

相模川水系の県外上流域において、神奈川県と

山梨県が共同して、効果的な保全対策（森林整備

や生活排水対策）を実施。 

（ 365） 

11水環境モニタリング（注）の実施 

森林、河川のモニタリング等を行い、事業の実

施効果を測定するとともに、県民への情報提供を

実施。 

（ 857） 

12 県民参加による水源環境保全･再生のための仕組み 

水源環境保全・再生の取組を支える県民の意志

を施策に反映し、施策の計画や事業の実施等に県

民が主体的に参加する仕組みを発展。 

（ 230） 

（ ）内は、５年間の新規必要額（百万円） 

 

（注）モニタリング：継続的に観測・測定すること  

「第２期５か年計画」の12の特別対策事業のあらまし 
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凡　例 （青：上水道、茶：工業用水道）
ダム
取水堰
表流水、伏流水
地下水
湧水

水源環境保全・再生施策の対象地域

相模川水系県外上流域

酒匂川水系県外上流域

上野原市

大月市

道志村
都留市

忍野村

富士吉田市 山中湖村

富士河口湖町

西桂町

相模湖

津久井湖

宮ヶ瀬湖

丹沢湖

  

 第２期かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画における特別対策事業の対象地域図 

凡例 

１ 水源の森林づくり事業の推進･････   濃い緑色の水源の森林エリア 

 

２ 丹沢大山の保全・再生対策･･･････   丹沢大山国定・県立自然公園の特別保護地区・特別地域 

    （赤枠の丹沢大山自然再生計画の「ブナ林の再生」の中で実施） 

 

３ 渓畔林整備事業･････････････････   丹沢大山自然再生計画の統合再生流域 

    （赤枠の丹沢大山自然再生計画の「渓流生態系の再生」の中で実施 

 

４ 間伐材の搬出促進･･･････････････   濃い緑色＋   薄い緑色の県内水源保全地域 

 

５ 地域水源林整備の支援･･･････････   濃い緑色＋   薄い緑色の県内水源保全地域 

 

６ 河川・水路における自然浄化対策の推進･････  相模川水系及び酒匂川水系の取水堰上流域 

     → 相模川水系及び酒匂川水系の取水堰上流域で国県管理区域を除く区域 

 

７ 地下水保全対策の推進･･･････････ ● 地下水を主要な水道水源としている地域 

（小田原市、秦野市、座間市、南足柄市、足柄上・下郡、愛川町） 

 

８ 県内ダム集水域における公共下水道の整備促進････････   黒太枠の県内ダム集水域 

 

 

９ 県内ダム集水域における合併処理浄化槽の整備促進････   黒太枠の県内ダム集水域 

（下水道計画区域を除く） 

 

10 相模川水系上流域対策の推進･･･    紫色の相模川水系県外上流域＋相模川流域 

 

11 水環境モニタリングの実施･･･     濃い緑色＋   薄い緑色の県内水源保全地域 

 

12 県民参加による水源環境保全・再生のための仕組み……全県域 
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